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議案第１５号 

 

令和７年度  猪苗代町一般会計予算 

 

 令和７年度猪苗代町一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，３６９，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」 

 による。 

 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担す 

 る行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」によ 

 る。 

 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の 

 目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

７００，０００千円と定める。 

 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の 

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合 

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用  

 

 令和７年３月４日提出 

 

猪苗代町長 二 瓶 盛 一 
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1 1,884,423

1 町民税 595,376

2 固定資産税 1,086,007

3 軽自動車税 55,625

4 町たばこ税 118,155

5 特別土地保有税 10

6 入湯税 29,250

2 96,719

1 地方揮発油譲与税 17,647

2 自動車重量譲与税 55,440

3 森林環境譲与税 23,632

3 495

1 利子割交付金 495

4 5,392

1 配当割交付金 5,392

5 5,734

1 株式等譲渡所得割交付金 5,734

6 30,198

1 法人事業税交付金 30,198

7 345,147

1 地方消費税交付金 345,147

8 22,472

1 ゴルフ場利用税交付金 22,472

9 7,240

1 環境性能割交付金 7,240

10 7,331

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

町税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

金　　　　　額
 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項
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1 地方特例交付金 7,245

2
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補
填特別交付金

86

11 3,296,470

1 地方交付税 3,296,470

12 1,356

1 交通安全対策特別交付金 1,356

13 8,554

1 負担金 8,554

14 111,350

1 使用料 104,069

2 手数料 7,281

15 889,972

1 国庫負担金 368,841

2 国庫補助金 509,094

3 委託金 12,037

16 583,381

1 県負担金 221,357

2 県補助金 291,015

3 委託金 71,009

17 103,934

1 財産運用収入 42,036

2 財産売払収入 61,898

18 150,000

1 寄附金 150,000

19 747,330

1 特別会計繰入金 1

繰入金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

 千円

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

款 項 金　　　　　額
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2 基金繰入金 746,132

3 財産区繰入金 1,197

20 150,000

1 繰越金 150,000

21 191,302

1 延滞金、加算金及び過料 4,001

2 町預金利子 650

3 貸付金元利収入 129,280

4 雑入 57,371

22 730,200

1 町債 730,200

9,369,000歳　　入　　合　　計

 千円

繰越金

諸収入

町債

款 項 金　　　　　額
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1 101,110

1 議会費 101,110

2 1,282,284

1 総務管理費 1,001,814

2 徴税費 171,352

3 戸籍住民基本台帳費 67,879

4 選挙費 23,617

5 統計調査費 16,929

6 監査委員費 693

3 1,566,059

1 社会福祉費 1,201,469

2 児童福祉費 364,590

4 800,432

1 保健衛生費 356,915

2 清掃費 443,517

5 560,310

1 農業費 502,830

2 林業費 56,932

3 水産業費 548

6 443,154

1 商工費 443,154

7 1,633,993

1 土木管理費 40,215

2 道路橋梁費 1,024,906

3 河川費 14,645

4 都市計画費 441,470

商工費

土木費

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

款

歳　　出

項 金　　　　　額
 千円
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5 住宅費 112,757

8 459,858

1 消防費 459,858

9 1,405,668

1 教育総務費 167,749

2 小学校費 320,912

3 中学校費 102,477

4 児童保育費 42,178

5 こども園費 460,927

6 社会教育費 138,947

7 保健体育費 42,855

8 学校給食費 129,623

10 300

1 農林水産施設災害復旧費 200

2 公共土木施設災害復旧費 100

11 1,085,832

1 公債費 1,085,832

12 30,000

1 予備費 30,000

9,369,000

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計

 千円

消防費

教育費

災害復旧費

項 金　　　　　額款
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  第２表  債務負担行為     

 

事   項 期   間 限  度  額 

消防ポンプ自動車整備事業 
令和７年度から 

令和８年度まで 

千円 

３５，０００ 
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第３表 地方債 
 
 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償   還  の  方  法 

過疎対策事業 

 

千円  

 

602,000  
  

 

(1)借入方法 

    普通貸借 

 

(2)借入資金 

    政府資金 

    その他 

 

年５％以内 

（ただし、 

利率見直し 

方式で借り 

入れる政府 

資金、地方 

公共団体金 

融機構資金 

及び銀行等 

資金につい 

て、利率の 

見直しを行 

った後にお 

いては、当 

該見直し後 

の利率） 

 

 政府資金については、その

融資条件により、銀行その他

の場合にはその債権者と協定

するところによる。 

  ただし、町財政の都合によ

り繰上償還をし、償還期限を

短縮し、又は低利に借換えを

することができるものとす

る。 

公営住宅建設事業 37,200  

公共施設等適正管理 

推進事業 
54,900  

緊急防災・減災事業 36,100 

計 730,200  
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一般会計歳入歳出予算事項別明細書 
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１　総　　括

（歳　　入）

1 町税 1,884,423 1,832,719 51,704

2 地方譲与税 96,719 97,561 △842

3 利子割交付金 495 405 90

4 配当割交付金 5,392 4,722 670

5 株式等譲渡所得割交付金 5,734 3,295 2,439

6 法人事業税交付金 30,198 28,999 1,199

7 地方消費税交付金 345,147 345,218 △71

8 ゴルフ場利用税交付金 22,472 23,989 △1,517

9 環境性能割交付金 7,240 5,767 1,473

10 地方特例交付金 7,331 65,522 △58,191

11 地方交付税 3,296,470 3,205,197 91,273

12 交通安全対策特別交付金 1,356 1,192 164

13 分担金及び負担金 8,554 8,371 183

14 使用料及び手数料 111,350 111,120 230

15 国庫支出金 889,972 755,807 134,165

16 県支出金 583,381 512,073 71,308

17 財産収入 103,934 35,547 68,387

18 寄附金 150,000 150,000 0

19 繰入金 747,330 728,018 19,312

20 繰越金 150,000 150,000 0

21 諸収入 191,302 191,478 △176

22 町債 730,200 690,000 40,200

9,369,000 8,947,000 422,000歳　　入　　合　　計

 千円  千円  千円

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
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－13－



－14－



－15－



－16－



－17－



－18－



－19－



－20－



－21－



－22－



－23－



－24－



－25－



－26－



－27－



－28－



－29－



－30－



－31－



－32－



－33－



－34－



－35－



－36－



－37－



－38－



－39－



－40－



－41－



－42－



－43－



－44－



－45－



－46－



－47－



－48－



－49－



－50－



－51－



－52－



－53－



－54－



－55－



－56－



－57－



－58－



－59－



－60－



－61－



－62－



－63－



－64－



－65－



－66－



－67－



－68－



－69－



－70－



－71－



－72－



－73－



－74－



－75－



－76－



－77－



－78－



－79－



－80－



－81－



－82－



－83－



－84－



－85－



－86－



－87－



－88－



－89－



－90－



－91－



－92－



－93－



－94－



－95－



－96－



－97－



－98－



－99－



－100－



－101－



－102－



－103－



－104－



－105－



－106－



－107－



－108－



－109－



－110－



－111－



－112－



－113－



－114－



－115－



－116－



－117－



－118－



－119－



－120－



－121－



－122－



－123－



－124－



－125－



－126－



－127－



－128－



－129－



－130－



－131－



－132－



－133－



－134－



－135－



－136－



－137－



－138－



－139－



－140－



－141－



－142－



－143－



－144－



－145－



－146－



－147－



－148－



－149－



－150－



－151－



－152－



－153－



－154－



－155－



－156－



－157－



－158－



－159－



－160－



－161－



－162－



－163－



－164－



－165－



－166－



－167－



－168－



－169－



－170－



－171－



－172－



－173－



－174－



－175－



－176－



－177－



－178－



－179－



－180－



－181－



－182－



－183－



－184－



－185－



－186－



－187－



－188－



－189－



－190－



－191－



特別職

単位：千円

職員数 報酬 給料 期末手当 地域手当 計 共済費 合計

（人）

長 等 3 0 23,943 7,919 0 255 7,985 40,102 3,663 43,765

議 員 14 41,220 0 13,431 0 0 0 54,651 11,057 65,708

そ の 他
特 別 職 1,026 40,883 0 0 0 0 0 40,883 0 40,883

計 1,043 82,103 23,943 21,350 0 255 7,985 135,636 14,720 150,356

長 等 3 0 23,943 7,575 0 229 7,985 39,732 3,470 43,202

議 員 14 41,220 0 13,036 0 0 0 54,256 12,024 66,280

そ の 他
特 別 職 921 36,220 0 0 0 0 0 36,220 0 36,220

計 938 77,440 23,943 20,611 0 229 7,985 130,208 15,494 145,702

長 等 0 0 0 344 0 26 0 370 193 563

議 員 0 0 0 395 0 0 0 395 △ 967 △ 572

そ の 他
特 別 職 105 4,663 0 0 0 0 0 4,663 0 4,663

計 105 4,663 0 739 0 26 0 5,428 △ 774 4,654

前年度

比　較

　比較において、その他特別職の人数及び報酬の増となった主な理由は、参議院議員通常選挙伴う投票管理者、投票立会人等の増によるも
の。

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

寒冷地
手当

その他
の手当

本年度

－192－



一般職（全体）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

(107)

197

(106)

207

(1)

△ 10

本年度 17,286 8,828 13,366 140 8,257 675 43,260

前年度 17,892 7,844 13,661 140 8,670 660 33,332

比　較 △ 606 984 △ 295 0 △ 413 15 9,928

本年度 1,304 10,815 185,275 160,806 9,810 91,298 0

前年度 1,269 9,145 181,450 110,843 8,668 96,460 0

比  較 35 1,670 3,825 49,963 1,142 △ 5,162 0

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務

時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

時間外勤務
手当

職員手当
の内訳

区分 宿日直手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
職員退職

手当負担金
単身赴任

手当

91,500

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特
別勤務手当

比　較 16,955 △ 5,824 61,086 72,217 19,283

1,702,920

前年度 181,777 689,163 490,034 1,360,974 250,446 1,611,420

本年度 198,732 683,339 551,120 1,433,191 269,729

給　与　費　明　細　書

単位：千円

区  分 職員数
給    与    費

共済費 合計 備考

－193－



一般職（会計年度任用職員以外の職員）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当

（   ）

150

（   ）

153

（   ）

△ 3

本年度 17,286 8,828 10,995 140 8,257 675 37,578

前年度 17,892 7,844 11,073 140 8,670 660 27,520

比　較 △ 606 984 △ 78 0 △ 413 15 10,058

本年度 1,304 10,815 129,182 113,693 9,810 78,351 0

前年度 1,269 9,145 129,394 110,843 8,668 80,431 0

比  較 35 1,670 △ 212 2,850 1,142 △ 2,080 0

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員

(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額 備考

0

14,202 14,202

昇給等に伴う増加分
人事異動による増減
退職者と採用者の差額
育児休業等による増減
扶養手当改正による増減
寒冷地手当改正による増減

時間外手当
宿日直手当

12,220
△456

△10,086
1,058
△606
1,142

10,058
35

人事異動による増減
退職者と採用者の差額
育児休業等による増減

△3,623
△18,625

6,057

職員手当 13,365

給与改定に伴う増減分 0

その他増減分 13,365

△ 16,191

単位：千円

増減事由別内訳 説　　　明

給　料 △ 1,989

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分 125人

その他増減分

時間外勤務
手当

職員手当
の内訳

区分 宿日直手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
職員退職手
当負担金

単身赴任
　手当

15,139

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特
別勤務手当

比　較 0 △ 1,989 13,365 11,376 3,763

1,189,183

前年度 0 572,489 413,549 986,038 188,006 1,174,044

本年度 0 570,500 426,914 997,414 191,769

単位：千円

区  分 職員数
給    与    費

計 共済費 合計 備考

－194－



(３)給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 単位：円

　　イ　初任給 単位：円

　 ウ　級別職員数

６　級

４　級

２　級

150
(　　　)
100.0

(　　　)
計

(　　　) (　　　)

10.0
(　　　)

20.0

32.0
(　　　)(　　　)

15

(　　　)
48

41

(　　　)

(　　　) (　　　)

(　　　)
9.3

27.3

(　　　)

３　級

１　級

５　級

1.3

(　　　)
30

区　　　　分
級

2
(　　　)

220,000

５　級

２　級

１　級

職員数(人)
行　　政　　職

構成比（％）

技　能　労　務　職

14

大学卒

191,300

224,600

188,000

行　政　職

技能労務職行　政　職区　　　　　　　　分

316,746

平均給料月額

平均給与月額

40.95平均年齢（歳）

平均給料月額

342,093

令和７年１月１日現在

令和６年１月１日現在

区　分

高校卒

平均給与月額

326,121

技能労務職

平均年齢（歳）

国　　の　　制　　度
技能労務職

351,297

行政職

41.32

６　級

４　級

３　級

２　級

３　級
(　　　) (　　　)

級 構成比（％）職員数(人)

(　　　)

(　　　)

(　　　)(　　　)

(　　　)

(　　　)

(　　　)

計

計

(　　　)

１　級

(　　　)

2 1.3
(　　　) (　　　)

15 9.8
(　　　) (　　　)

18 11.8

26.1
(　　　)

(　　　)

(　　　)
40

(　　　)

２　級

47 30.7
３　級

(　　　) (　　　) (　　　)

(　　　) (　　　)
１　級

(　　　) (　　　) (　　　) (　　　)

(　　　)

令和７年１月１日
現在

令和６年１月１日
現在

153 100.0
計

31 20.3
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　（級別の基準となる職務）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　エ　昇給

　　オ　期末手当・勤勉手当

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人)

125

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％)

122

129

１　用務員
の職務
２　調理員
等の職務
３　事務見
習又は技術
見習等の職
務

83.33

153職　 員　 数　    　(Ａ)　(人) 153

備　　考

(       )
4.6

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

３級以上
5～15%加算

令和7年1月1日現在

84.31

支給期別支給率

各事務部局
の課長、主
幹の職務

各事務部局
の課長補佐
の職務

１　　　　級

各事務部局
の定型的な
業務を行な
う主事の職
務

５　　　　級

各事務部局
の高度の知
識又は経験
を必要とす
る業務を行
なう主事の
職務

１　各事務
部局の係長
の職務
２　各事務
部局の特に
高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行な
う主査の職
務

129

129

83.33

１　自動車
運転手
２　一般技
能職員の職
務
３　電話交
換手の職務
４　困難な
業務を行う
用務員の職
務
５　相当の
経験を必要
とする調理
員等の職務

 １２月（月分）

８号級　(人)

(       )
2.225

84.31

本
年
度

前
年
度

行　　政　　職

１　参事
２　各事務
部局の特に
困難な業務
を行なう課
長の職務

２号級　(人)

技　能　労　務　職

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％)

(       )
2.3

(       )
2.225

129

 　６月（月分）
 支給率計
（月分）

(       )
4.45

(       )
4.6

(       )
2.3

(       )
2.3

６号級　(人)

３級以上
5～20%加算

３級以上
5～15%加算

令和6年1月1日現在

令和7年1月1日現在

区　　分

本　年　度

昨　年　度

国の制度

(       )
2.3

区　　　　分 ６　　　　級

６号級　(人)

８号級　(人)

４号級　(人)

技能労務職

職　 員　 数　    　(Ａ)　(人)

２　　　　級

代　表　的　な　職　種

150

区　　　　　　　分

１　相当の
技能又は経
験を必要と
する自動車
運転手の職
務
２　相当の
技能又は経
験を必要と
する作業を
行う一般技
能職員の職
務
３　相当の
技能又は経
験を必要と
する電話交
換手の職務

４　　　　級 ３　　　　級

合　　計
行　政　職

125

3

150

122

２号級　(人)

４号級　(人)

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人)

3
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　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　キ　地域手当

　　ク　特殊勤務手当

　　ケ　その他の手当

備考 １  「ア  職員１人当たり給与」は、再任用短時間勤務職員以外の職員について作成すること。

     ２  「ウ  級別職員数」の（　）内には、再任用短時間勤務職員について外書きすること。

     ３  「エ  昇給」の職員数欄には、再任用短時間勤務職員以外の職員数を記載すること。

     ４  「オ  期末手当・勤勉手当」の（　）内には、再任用職員の標準的な支給率を記載すること。

定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り3％を超えない範囲
内加算45％限度

47.70947.709

そ の 他 の
加算措置等

33.27075 支給率等

区　　分

24.586875

25年勤続の
者(月分)

備考
35年勤続の
者(月分)

平成30年4月1日以降

平成30年1月1日以降

最高限度
（月分）

47.709
定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り2％を超えない範囲
内加算20％限度

33.27075

支 給 率 （ ％ ）

24.586875

20年勤続の
者(月分)

47.709

支給対象職員数(人)

支給対象地域

国の制度
(支給率等）

国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率（％）

行　政　職

0.02

代　表　的　な　職　種

20.00 20.00

異 県準則に同じ

差異の内容国の制度との異同

技能労務職
全　　職　　種区　　　　　　　　　　分

給料総額に対する比率（％）

税務等業務手当、防疫作業手当、行旅病死亡人等措置手当

0.02

支給対象職員の比率（％）
（令和７年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

異 県準則に同じ

区　　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

同
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一般職（会計年度任用職員）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

(107)

47

(106)

54

(1)

△ 7

本年度 － － 2,371 － － － 5,682

前年度 － － 2,588 － － － 5,812

比　較 － － △ 217 － － － △ 130

本年度 － 0 56,093 47,113 － 12,947 －

前年度 － 0 52,056 0 － 16,029 －

比  較 － 0 4,037 47,113 － △ 3,082 －

　備考　１　　　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要

する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

(２)　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額 備考

0

14,164 103人 14,164

0

1,535 1,535

通勤手当
昇給に伴う増加分
人員数変動による増減
勤勉手当
退職手当負担金

△217
4,486
△579

47,113
△3,082

人員数変動による増減 2,791

人員数変動による増減 △ 5,370

その他増減分 47,721

職員手当 47,721

給与改定に伴う増減分 0

給　料 △ 3,835

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分 50人

その他増減分 △ 5,370

単位：千円

増減事由別内訳 説　　　明

報　酬 16,955

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他増減分 2,791

時間外勤務
手当

職員手当
の内訳

区分 宿日直手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
職員退職手
当負担金

単身赴任
手当

76,361

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特
別勤務手当

比　較 16,955 △ 3,835 47,721 60,841 15,520

513,737

前年度 181,777 116,674 76,485 374,936 62,440 437,376

本年度 198,732 112,839 124,206 435,777 77,960

単位：千円

区  分 職員数
給    与    費

共済費 合計 備考
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　　　 地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における
　　　 現在高の見込みに関する調書

（単位:千円）

令 和 ５ 年 度 末 令 和 ６ 年 度 末 令 和 ７ 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１　普　　通　　債 5,556,289 5,412,032 730,200 749,305 5,392,927

 (1) 総　　      務 188,869 171,137 28,238 142,899

 (2) 民　　      生 139,031 145,484 20,000 26,878 138,606

 (3) 衛　　      生 25,083 60,555 217,400 5,496 272,459

 (4) 農  林  水  産 94,479 123,649 3,900 18,213 109,336

 (5) 商　　      工 2,135 1,070 1,070

 (6) 土　     　 木 1,841,666 1,889,586 292,000 319,370 1,862,216

 (7) 公  営  住  宅 306,823 276,988 37,200 56,937 257,251

 (8) 消　　      防 305,064 269,463 36,100 47,487 258,076

 (9) 教　　      育 2,653,139 2,474,100 123,600 245,616 2,352,084

２　災害復旧事業債 107,205 96,106 11,146 84,960

 (1) 農  林  水  産

 (2) 土　　      木 107,205 96,106 11,146 84,960

 (3) 教　　      育

 (4) そ　　の　　他

３　そ　　の　　他 2,920,145 2,630,606 292,675 2,337,931

 (1) 減 税 補てん債 4,572 2,162 1,545 617

 (2) 臨時財政対策債 2,896,642 2,610,621 290,021 2,320,600

 (3) 減 収 補てん債 18,931 17,823 1,109 16,714

合　　　　計 8,583,639 8,138,744 730,200 1,053,126 7,815,818

区　　　分
令 和 ７ 年 度 中 増 減 見 込 額
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